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１．はじめに
　内閣府の「平成28年版高齢社会白書」によれば，
日本の高齢化率は26.7％となっており，2060年には
2.5人に1人が65歳以上となることが推計されてい
る1）．また，我が国では1981年より悪性新生物が死
亡原因の第一位となり，今後も高齢者を中心にがん
による死亡数は増加が予想される2）．
　香港では日本と同様に高齢化が進んでおり，高
齢者への取り組みは両国において共通の課題と考
えられる．今回，高齢者支援のあり方を考察する
一助として，香港における高齢者を取り巻く医療
福祉の現状を把握することを目的に，Fu Cheong 
Community Nursing Centre―Caritas Medical 
Centre（明愛醫院，社康護理中心），Ho Kin District 
Community Centre for Senior Citizens，富昌邨・
長 者 住 屋，Maggie’s Cancer Caring Center’s，
Shatin Hospital（沙田醫院），香港理工大学（老年
看護学演習室）を視察したので，ここに報告する．

2．背景
２．１　国土と歴史
　香港（Hong Kong）の面積は1,103平方キロメー
トル，東京都の約半分である．人口は約729万人（2015
年），人口密度は極めて高く1平方キロメートル当
たり6,896人と日本の約19倍に匹敵する．人口の約
95％を漢民族が占め，言語は広東語，英語，中国語
を使用している．宗教は仏教，道教，プロテスタン
ト，カトリック，イスラム教，ユダヤ教などである．
南京条約（1842年）により香港島が，次いで北京条
約（1860年）により九龍半島が英国領土となった．
1982年に中国・英国は香港返還問題の交渉を開始し
た．交渉は1984年に妥結し，1997年7月1日をもって
香港の全領域を中国に一括返還する旨の英中共同声
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明が署名され，1990年4月に中国全国人民代表大会
にて『香港特別行政区基本法』を可決，成立した．
1997年7月1日，中国に返還され，『一国二制度』で，
現在に至る3）．
２．２　人口動態
　合計特殊出生率は1.2人であり，日本の1.4人と比
較しても低い値となっているが，人口増加率は0.8%
である．その背景には中国本土を含めた周辺地域か
らの人口流入であると推察される． 
　平均寿命は徐々に延び，2014年は男性が81.2歳で
世界一，女性は86.7歳と，日本と僅差の2位である．
男女平均では，日本を上回り，世界有数の長寿を
誇っている．今後も高齢者人口は，日本同様に増加
する傾向にあり，高齢化率も2014年の15% から，
30年後の2044年には，30%を超えると予測される4）．
また，2014年には65歳以上の世帯において，約30%
が貧困世帯であると報告された5）．貧困世帯の6人
に1人は綜合社會保障援助（Comprehensive Social 
Security Assistant：CSSA）といわれる生活保護に
より経済的な援助をうけている．社会全体における
CSSA の受給件数は減少しているものの，60歳以上
の人々の受給割合は2004年の50.7% から2014年では
58.9% へと増加している6）．日本の高齢者の被保護
世帯は2016年8月の時点で全体の被保護世帯の51.3%
を占め，その数は単身世帯を中心に増加がみられ
る7）．
　香港の2016年の死亡要因は，1位が悪性新生物，2
位が肺炎，3位が心疾患，4位が脳血管疾患であり8），
疾病を抱えながら暮らしていくことに伴う経済的負
担や，介護問題等にどの様に向き合っていくかは深
刻な現状がある．
２．３　医療制度と年金
　香港の医療サービスは，政府管轄下の病院機構
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（Health Authority：HA）と，私立病院に分けら
れている．約95% の病院が HA の管轄下にあり，
公的資金が投入されている．財源は国民の税金であ
る．公的病院では，香港市民カードを有する者であ
れば，外来・入院問わず，それぞれ一律の僅かな自
己負担で医療を受けることが可能である．香港の保
健医療分野は Food and Health Bureau が当該部門
全体を管理している．図1に香港における公的ヘル
スケア機関について示す．
　一方，私立病院の医療費は全額自己負担となるが，
医師や治療法の幅広い選択肢が可能である．国民は
公的もしくは私立病院を自由に選択できる9）．
　わが国は，すべての国民が医療保険制度に加入す
ることとされており，国民皆保険が大きな特徴とい
える．被保険者は保険者に保険料を支払い，保険証
を受け取る．診療サービスを受ける際は，公立や私
立病院に関わらず，一部負担金を支払う仕組みであ
る10）．
　年金に関しては2000年に，アメリカの年金制
度（401k）を参考にした，Mandatory Provident 
Fund（MPF）が設立された．これは，日本語訳で，
「強制積立基金」の意味であるが，日本の確定給付
年金とは異なり，確定拠出年金である．18歳から65
歳の常勤・非常勤従業員の給料の10% を強制的に
積立し，会社と従業員が5％ずつ負担し，信託会社
に積立される仕組みになっている．65歳を迎えた早
期退職，香港から永久退去，死亡などの条件が満た
される場合のみ，年金の受給が可能な仕組みとなっ
ている11）．
　このように，アジア諸国で随一の経済発展を遂げ

ている香港であるが，日本の後を追う様に超高齢化
の波が押し寄せている．現在，高齢者の貧困やがん
患者の増加は，社会的に急務な問題であり，早期の
対策が必要である． 

３．視察施設の概要
３．１　�明愛醫院，社康護理中心（Fu Cheong 

Community Nursing Centre―Caritas 
Medical Centre）

　視察参加者は，日本，タイ，台湾，アルメニアから，
総勢16人であった．視察したコミュニティーナーシ
ングセンターはショッピングセンター2階の一画に
あり，低所得の人々が暮らす地域にある．香港では，
HA 下で同様のセンターが4箇所設置されており，
慢性的な病気を抱える地域住民の健康維持，病気の
予防や早期発見を目的としている．低所得の人々は
バスや電車などの交通機関を利用し，病院に行くこ
とが経済的に困難であるため，この様なコミュニ
ティーナーシングセンターが設置されている．セ
ンターは，会員制で，誰でも無料で登録し利用する
ことができる．会員費は無料の仕組みになってお
り，これらはHAからの助成金で成り立っている．
2015年12月31日の時点では，1,316人の高齢地域住
民がセンターに登録している．具体的な活動内容は，
Health Screening として血圧測定や BMI の判定，
糖尿病のワークショップ，健康促進パンフレットの
配布，定期的なエクササイズ教室の開講等を実施し
ており，NGO と連携をして，地域住民の健康を支
えている．
　日本と同様に看護師による薬の処方は行っておら
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図1　香港における公的ヘルスケア機関

出典：http://www.gov.hk/en/residents/health/hosp/overview.htmを参考に著者作成
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ず，病院や中間施設から在宅療養に移行した住民か
らの電話相談や，地域で暮らす住民の家庭訪問を行
い，地域に密着した看護支援を行っている．
３．２　�Ho Kin District Community Centre for 

Senior Citizens
　高層マンション（公営住宅）に囲まれた建物の1
階にあるコミュニティーセンターを訪問した．日本
でいうデイサービスと同様の役割を担っており，喫
茶スペースでは利用者同士が，麻雀や伝統的なゲー
ムを楽しみ，相談室や食堂，エクササイズを行う部
屋も配置され，地域住民が交流を深める場として活
用されていた．対象者は60歳以上の高齢者であり，
年会費は，HK$30（約480円）で，月曜日から金曜
日の8時半から17時半までの利用が可能な仕組みで
あった．食事は1回につき，HK$10（約160円）であ
り，食事の宅配サービスも行い，在宅で暮らす高齢
者のニーズに答えるシステムになっていた．看護師
やソーシャルワーカー，介護士が常駐しており，病
気や生活について様々な相談に対応し，地域住民の
健康保持，増進に努めていた．

３．３　富昌邨，長者住屋
　日本の有料高齢者住宅と類似しており，介助の必
要がない自立した高齢者が生活していた．約3畳の
居室が個人スペースであり，備え付きのベッドが常
設され，キッチンやトイレは5～6人の住民と共同で
使用していた．トイレと浴室は，一体型であった．
この住宅の家賃は，HK$700/ 月（約11,200円）であ
り，東京より家賃が高いといわれている香港におい
て低価格な物件であると推測できる．10年以上居住
している住民もおり，ここを必要とする高齢者には
無くてはならないものとなっていた．
３．４　Maggie’s Cancer Caring Center’s　
　マギーズ・キャンサー・ケアリング・トラスト
（通称マギーズ）は，中国庭園の研究家であった
故マギー・ケズウィック・ジェンクス（Maggie 
Keswick Jencks）が，夫のチャールズ・ジェンク
スと共に，自身のがん体験の中で創案し実現させ
た，がん患者と家族のための新しい形の相談施設で
ある．故マギー自身が乳がんに侵され，再発後，余
命が数カ月との宣告を受け，残された日々を悲しみ
の中で過ごすのではなく，希望と喜びの日々を送る
ための施設を作ろうと構想し創設した．センターの
活動は全てチャリティーで支えられており，第1号
の施設は，1996年に英国エジンバラで完成し，現在，
英国では15箇所のセンターが運営されている．英国
外では初めて，香港に，2013年に開設され，日本で
は，東京に1箇所，2020年秋までの期間限定ではあ
るが2016年10月10日に開設されたばかりである．
　故マギーが，『自分を取り戻せるための空間やサ
ポートを』をコンセプトに，がんに直面し，悩む患
者やその家族，友人らのための空間を作り，がんの
種類やステージ，治療方法に関係なく，いつでも利
用し，専門的な支援が無料で受けられるセンターで
あった．また，心理的カウンセリングや栄養相談，
運動指導が受けられ，生活面でのサポートも充実し

図2　コミュニティーセンターの認知症への取り組み

図3　Maggie’s Cancer Caring Center の外観
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ていた．お茶や読書等を行い，安心した空間で好き
なように過ごすことができる，第二の我が家の様な
センターであった．訪問時にも，多くの利用者が団
欒されており，カウンセリングや庭園内の散歩等，
それぞれの時間を過ごされていた．利用者は穏や
かな表情で温かい雰囲気が伝わってくるセンターで
あった．がんと向き合い，対話できる場所が病院の
中ではなく，街の中にあることは画期的である．マ
ギーズセンターが提供する「場」のもつ力は，医療
分野だけでなく建築分野の専門家の共感も得て，注
目されている．
３．５　Shatin Hospital（沙田醫院）
　沙田醫院は，医学と老年医学，緩和ケア，手術，
精神医学，心理老年医学に重点をおいた日本におけ
る療養型病床群と終末期医療施設の側面をもったリ
ハビリテーション病院である．1991年にサービスが
開始され，病床数521床，職員数840名，病院で看取
りを行った件数は，約9,000件に上る．基本理念は，
Vision，Mission，Values の3つであり，患者のニー
ズを満たすために，良好なコミュニケーションを維
持し，思いやりの心を持つことや，プロフェッショ
ナルなスキルを向上させるために継続的に自己研鑽
することを目標に，運営されている．
　高齢者の混合病棟では，家族との面会を推奨し，
談話室には中国茶や伝統的な装飾がなされ，患者と
その家族が過ごしやすい環境が整えられていた．病
棟内は仕切りがなく，日本の相部屋とは異なり，開
放的な空間となっていた．処置時等はカーテンを使
用し，個々の尊厳を守る工夫がされていた．天井に
は，移乗用のリフトが設置されており，介護度の高
い患者に対し日常的に使用されていた．看護体制は，
プライマリナーシング制であった．見学時，看護ス
タッフから，諸事情により結婚式を挙げることがで
きなかった老夫婦のために病棟内の個室を式場に見
立て，家族に囲まれながら指輪の交換を行ったエピ

ソードが語られた．患者と家族の思い出を大切に
した，エンリッチイングイベントを計画する等，エ
ンドオブライフケアを重視した看護を行っていた．
Quality of Death やエンドオブライフケアに関して
は，英国を筆頭に，日本や韓国では高い水準にある
が，香港では，今後も向上させていく余地があると，
看護スタッフは述べており，香港の終末期医療の問
題点を学ぶ機会となった．
３．６　�THE HONG KONG POLYTECHNIC 

UNIVERSITY（ 香 港 理 工 大 学 ）The 
Gerontological Nursing Laboratory（老年看�
護学演習室）

　看護学部（修士，博士課程含む）は約1,300名の
看護学生が在籍している．
　実習室には，高齢者体験セットや模擬居住スペー
スが設置されていた．日本と同様に学生が演習を通
して，高齢者に対する理解を深め，知識や技術の向
上を促す工夫があった．学生が作成した高齢者の思
い出を大切にしたアルバムや，昔の生活を回帰させ
る用具が展示され，老年看護に重点を置いた教育が
なされていた．また，漢方や鍼灸等の東洋医学を部

図4　Shatin Hospital の面会スペース

図5　香港理工大学　老年看護学演習室

図6　東洋医学の展示スペース
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分的な人体模型を展示し，学生が学問として習得し
やすい環境調整をすることで，独自の伝統継承に繋
げていた．表1，に日本と香港の看護教育について
示す12）．

４．おわりに
　香港は，経済の発展に伴い，高度な医療を受ける
ことが可能となったが，その反面，生活や医療の格
差は拡大傾向である．さらに，高齢社会において，
高齢者の貧困やがん患者の増加が問題視されてお
り，公的資金を投入したコミュニティナーシングセ
ンターは，貧困地域の住民の健康をサポートする上
で，大変貴重な存在であると考えられる．また，が
ん患者とその家族の心の安寧と医療的アドバイスを
無償で提供するマギーズセンターの概念は，日本で
のがん看護においても，学ぶべきところが多い．

表1　日本と香港の看護教育

資格の種類 日本 香港

名称
看護師 看護師

Registered Nurse（General, 
Psychiatr ic ,  Mental  Sub-
normal，Sick Children）

准看護師 准看護師 Enrolled Nurse

看護
教育

（看護師）入学資格 12年間の教育 13年間の教育

（准看護師）入学資格 9 年間の教育 11年間の教育

（看護師）教育機関 /期間

・ �高等学校 ・高等学校専攻科
一貫教育校（5年）

・看護師学校養成所（3年）
・看護短期大学（3年）
・大学（4年）

・専門学校（3年）
・大学（4年）

（准看護師）教育機関 / 期間 ・ 准看護師養成所（2年）
・高等学校衛生看護科（3年） 専門学校（2年）

資格取得のための
教育プログラムの認定機関

文部科学省
厚生労働省

Nursing Council of Hong 
Kong

根拠法 保健師助産師看護師法 The Nurses Registrat ion 
Ordinance, Cap. 164

ライセ
ンス

資格のタイプ / 免許 国家 /免許 国家 /免許

資格試験の有無 有 有

資格の発行機関・認定機関 看護師：厚生労働省
准看護師：都道府県

Nursing Council of Hong 
Kong

登録機関 看護師：厚生労働省
准看護師：都道府県

Nursing Council of Hong 
Kong

免許更新制度 無 有（3年毎）
出典：�https://www.nurse.or.jp/nursing/international/working/pdf/kango.pdfより転載，著者にて

作成

　近年のグローバル社会において，香港では，近隣
国からの人口流入を受け，多国籍な民族や文化，伝
統を守りながら，個々のニーズに対応していくこと
が求められている．日本においても，医療福祉の視
点から国際交流を深め，連携していく必要性がある．
今後，さらに協働し，研究等を推進していき，より
よい看護に繋げる示唆が得られるよう，学びを深め
ていきたいと考える．今回の視察で得た情報は，香
港の高齢者の現状の一端であり，地域特性による差
の有無を確認する等の検討を行う必要性がある．

５．謝辞
　この度，視察の機会を設け，企画・運営して頂い
た香港理工大学の関係者の皆様，また，快く協力し
て下さった関連施設のスタッフ，利用者の皆様に深
く感謝致します．
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